
資料№３ 
平成２５年５月２７日(月) 

第１回行政改革推進委員会  

笠間市の行財政改革の取組について 

 

＜行財政改革の目的＞ 

自主自立の財政基盤を確立し，最小の経費で最大の効果を上げる行政運営の実現

のため，現行の行政運営全般にわたって改善していくこと。 
 

＜第二次行財政改革大綱への移行＞ 

平成１８年度～平成２２年度 平成２３年度～平成２８年度 

 

 

 

      

 

 

 

 

      

     実施計画 

（Ｈ１８～Ｈ２２） 

第一次行財政改革大綱 

実施計画 

第二次行財政改革大綱 

（Ｈ２３～Ｈ２８） 

 
行財政改革大綱：今後の市の行財政改革の方向性や考え方を示す指針。現行の行政運営全般を改

善していく根本となるもの。大要。 
実施計画：行財政改革大綱に基づき，行財政改革を推進していくための具体的な計画。改革のた

めの具体的な実施項目を定め，その目標や実施時期などを明確にしたもの。 

 

＜笠間市行政改革推進委員会＞ 
行財政改革の推進に当たり，広く市民の意見を反映させるために設置しています。 

１．目的 

社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進する。  

２．任務 

市長の諮問に応じて，市の行政改革の推進に関する重要事項を調査審議する。  

３．組織 

委員１５人以内 

 

 

１．これまでの行財政改革の取組 

 

 
【第一次行財政改革大綱】【実施計画】平成１８年度～平成２２年度 

 

市の将来像を描く笠間市総合計画に掲げた将来像「住みよいまち 訪れてよいま

ち 笠間」の実現のため，３つの改革の基本方針，７つの改革の柱（主要施策）に

より「第一次行財政改革大綱」，「実施計画」を策定し行財政改革に取組み，事務事

業の整理統合や職員，組織のスリム化，定員管理と給与の適正化など，改革の成果

をあげてきました。 
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改革の基本方針 

１ 簡素で効率的な行政運営システムの構築 
２ 地方分権に対応した財政基盤の確立 
３ 市民参画による行政運営の透明化と情報化の推進 

 

 

 
 
 
 

 改革の柱（主要施策） 
（１）事務事業の見直し 

（２）職員の意識改革と資質向上 

（３）組織機構の合理化 

（４）定員管理と給与の適正化 

（５）自主財源の確保（歳入） 

（６）財政運営の健全化（歳出） 

（７）情報の公開と市民の行政への参画 

その他（市長等の給与カット，農業委員会員の定数減） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

<参考> 

笠間市議会の自主解散による在任特例期間の短縮，議員定数の削減 

 

 

２．これからの行財政改革の視点 

社会経済環境の変化  

 

 

 
人口減少・少子高齢社会 景気低迷 地域主権改革 ニーズ多様化 東日本大震 

 

- 2 - 

 

 

・ 社会保障関係費の増大 

質・量ともに増大，多様化する行政需要 

税収の落ち込み 

・ 公共施設の維持管理費の増大 

歳出増           歳入減 

                必至の財政危機 

（人，もの，時間，情報の有効活用）

効果的・効率的な行政経営 

一層効率的で効果的な行政

経営が求められる。 

 

 

      

 

 

 

 



 

３．これからの行財政改革の取組 

 
【第二次行財政改革大綱】【実施計画】平成２３年度～平成２８年度 

 

 

これまでの行政の取組だけでは限界があることから，民間の優れた視点や発想を

取り入れ，民間活力を活かしながら市民満足度が向上するよう，限られた財源をよ

り有効に活用する行政経営への転換をより一層進めていかなければなりません。 

 

 

◇市民協働や効果的で効率的な行政経営を推進し，自主財源を確保するために，新

たな課題や目標に対して柔軟に対応し，積極的にチャレンジする職員を育成する

とともに，職員間で情報を共有する必要性があります。            

 

⇒ 市役所の変革 

 

 

◇地域主権改革の推進により，地域はそれぞれが持つ特性に立脚して自立していく

ことが求められています。人口が減少していくなかで地域が自立していくために

は，官（行政）と民（市民，地域団体，NPO，企業）とのあり方を変え，行政や市

民，地域団体，NPO，企業など地域を構成する各主体が，それぞれの役割と責任の

もと連携・協働し，公共の分野を担っていくことが求められています。 

 

⇒ 市民協働・公民連携の推進 

   

 

◇地方交付税が削減されるとともに，景気の低迷は税収減少に加え，社会保障費の

増加を招き，更にはこれまで整備してきた公共施設の維持管理費が今後，大きな

財政負担になることが予想されます。このような中で市民のニーズに的確・適切

に対応していくためには，施策や事務事業を見直し，施設等の修繕においても長

寿命化を図るなど，効果的で効率的な行政経営を行うとともに自主財源を確保す

る必要があります。 

 

⇒ 財政基盤の確立 
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このような状況を踏まえ，第一次大綱同様，市の将来像を描く笠間市総合計画に

掲げた将来像「住みよいまち 訪れてよいまち 笠間」の実現のため，３つの改革

の方針，９つの改革項目により「第二次行財政改革大綱」，「実施計画」を策定し行

財政改革に取り組んでいます。 

 

改革の方針 

１ 市役所の変革 
２ 市民協働・公民連携の推進 

３ 財政基盤の確立 

 

 

 

 

 

 

 
改革項目 

１（１）民間の優れた経営手法の導入 

（２）効率的な行政運営 

（３）市民ニーズに対応できる人材の育成 

（４）組織の活性化 

２（１）市民協働・公民連携の推進 

（２）多様化する市民ニーズへの対応 

３（１）財源の確保 

（２）歳出の適正化 

（３）保有資産の有効活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「第二次笠間市行財政改革大綱」の策定に当たっては，学識経験者や公募委員など

からなる笠間市行政改革推進委員会（伊佐山会長）による慎重なる審議や，パブリ

ック・コメント制度による市民のご意見を踏まえて策定しました。 
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